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平成２７年 ３月１０日 

 

各所属所長 様 

 

公立学校共済組合高知支部事務局長 

 

附加給付等の変更に係る周知ついて（依頼） 

 

 日ごろから、当共済組合の事業運営に関し、ご理解・ご協力をいただき厚くお礼申し上

げます。 

 さて、平成２７年４月１日から当共済組合の附加給付等が下記のとおり変更となること

につきましては、既に広報を行っているところですが、組合員に対する理解を深めるため、

改めてご周知をお願いします。 

 

記 

１．結婚手当金の廃止について 

 結婚手当金については、平成２６年４月１日に８万円から４万円となり、平成２６年度

末で廃止となります。 

※請求は事実発生日の翌日から２年間は行うことができます。 

 

２．一部負担金払戻金等に係る上位所得者区分の新設について 

平成２７年４月の診療分から、一部負担金払戻金および家族療養費附加金に上位所得者

区分を新設し、上位所得者区分（給料月額４２４，０００円以上）に該当する場合の一部

負担金払戻金および家族療養費附加金の自己負担限度額が５０，０００円になり、合算高

額療養費附加金の自己負担限度額が１００，０００円になります。 

なお、上位所得者以外の方についての変更はなく自己負担限度額は２５，０００円です。 

 

３．直営病院における組合員等の窓口負担額の変更について 

 平成２７年４月から附加給付の自己負担限度額が組合員の所得に応じて２段階となりま

す（上記２のとおり）が、直営病院窓口では組合員の所得を確認できないことから、平成

２７年４月の診療分から高額療養費及び附加給付に係る現物給付の取り扱いが廃止されま

す。 

 現在、窓口負担上限額が２５，０００円ですが、平成２７年４月の診療分から総医療費

の３割（６歳未満の者は２割、７０歳以上の者は２割（軽減対象者は１割、現役並み所得

者は３割））となります。 
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＜「２．一部負担金払戻金等に係る上位所得者区分の新設について」の例＞ 

 

組合員（上位所得者）の医療費が２０万円かかった場合 

 

【平成２７年４月以前受診】 

医療機関窓口で支払 
「療養の給付」 

共済組合から医療機関へ直接給付 

６０，０００円 

（３割） 

１４０，０００円 

（７割） 

 

 

 

自己負担限度額 

（最終自己負担額） 

「一部負担金払戻金」 

共済組合から組合員へ給付 

２５，０００円 ３５，０００円 

 

 

 

 

【平成２７年４月以降受診】 

医療機関窓口で支払 
「療養の給付」 

共済組合から医療機関へ直接給付 

６０，０００円 

（３割） 

１４０，０００円 

（７割） 

 

 

 

自己負担限度額 

（最終自己負担額） 

「一部負担金払戻金」 

共済組合から組合員へ給付 

５０，０００円 １０，０００円 

 

 

 

※上位所得者以外の方について変更はありません。（自己負担限度額２５，０００円） 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜「３．直営病院における組合員等の窓口負担額の変更について」の例＞ 

 

組合員の医療費が２０万円かかった場合 

 

【平成２７年４月以前受診】 

直営病院窓口支払分 
「一部負担金払戻金」 「療養の給付」 

共済組合から直営病院へ直接給付 

２５，０００円 ３５，０００円 １４０，０００円（７割） 

 

 

 

 

【平成２７年４月以降受診】 

（上位所得者以外） 

直営病院窓口支払分 共済組合から直営病院へ直接給付 

６０，０００円 

（３割） 

１４０，０００円 

（７割） 

 

 

 

自己負担限度額 

（最終自己負担額） 

「一部負担金払戻金」 

共済組合から組合員へ給付 

２５，０００円 ３５，０００円 

 

（上位所得者） 

直営病院窓口支払分 共済組合から直営病院へ直接給付 

６０，０００円 

（３割） 

１４０，０００円 

（７割） 

 

 

 

自己負担限度額 

（最終自己負担額） 

「一部負担金払戻金」 

共済組合から組合員へ給付 

５０，０００円 １０，０００円 

 

 


